
 

令和２年度社会保障関係予算のポイント 

令和元年１２月 
八 幡 主 計 官 
一 松 主 計 官 
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（単位：億円）

元年度 ２年度 増△減

うち通常分 うち通常分 うち、通常分

(1.2%) (1.5%)

一般会計歳出（Ａ） 1,014,571 994,291 1,026,580 1,008,791 12,009 14,500

うち (2.5%) (3.0%)

一般歳出（Ｂ） 619,639 599,359 634,972 617,184 15,333 17,825

うち (5.1%) (5.1%)

社会保障関係費（Ｃ） 341,306 340,627 358,608 358,121 17,302 17,495

(3.9%) (3.9%)

年金給付費 120,488 120,488 125,232 125,232 4,743 4,743

(2.5%) (2.5%)

医療給付費 118,543 118,543 121,546 121,546 3,003 3,003

(5.4%) (5.4%)

介護給付費 32,101 32,101 33,838 33,838 1,736 1,736

(28.9%) (28.9%)

少子化対策費 23,581 23,581 30,387 30,387 6,806 6,806

(0.5%) (0.8%)

生活扶助等社会福祉費 41,805 41,432 42,027 41,776 222 343

(17.8%) (20.9%)

保健衛生対策費 4,399 4,093 5,184 4,949 784 856

(1.8%) (1.8%)

雇用労災対策費 388 388 395 395 7 7

（Ｃ）／（Ａ） 33.6% 34.3% 34.9% 35.5% 144.1% 120.7%

（Ｃ）／（Ｂ） 55.1% 56.8% 56.5% 58.0% 112.8% 98.1%

うち (△16.6%) (△16.6%)

恩給関係費（Ｄ） 2,097 2,097 1,750 1,750 △347 △347

（Ｃ＋Ｄ）／（Ａ） 33.8% 34.5% 35.1% 35.7% 141.2% 118.3%

（Ｃ＋Ｄ）／（Ｂ） 55.4% 57.2% 56.8% 58.3% 110.6% 96.2%

（注１）計数はそれぞれ四捨五入している。

（注２）元年度予算額は、２年度予算額との比較対照のため組替掲記している。

（注３）「うち通常分」は臨時・特別の措置を除いた金額を記載している。

令和２年度社会保障関係予算
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Ⅲ．消費税増収分等を活⽤した社会保障の充実等 

 
 

 
 

社会保障関係費の⾃然増が 5,300 億円と⾒込まれる中、実勢価格の動向を反映した
薬価改定や、これまでに決定した社会保障制度改⾰の実施等の様々な歳出抑制努⼒を
積み重ねた結果、社会保障関係費の実質的な伸びは対前年度+4,111 億円となり、同計
画における社会保障関係費の実質的な伸びを「⾼齢化による増加分（令和２年度+4,100
億円程度）におさめる」という⽅針を着実に達成。 

 
 

 
 

令和２年度診療報酬・薬価等改定は、医療費の伸び、保険料などの国⺠負担、物価・
賃⾦の動向、医療機関の収⼊や経営状況、保険財政や国の財政に係る状況を踏まえ、
診療報酬改定について＋0.55％（国費＋605 億円）とするとともに、薬価等につい
て市場実勢価格を反映する等により▲1.00％（国費▲1,110 億円）とする。 

 
 
  
 
 

「新しい経済政策パッケージ」（平成 29 年 12 ⽉８⽇閣議決定）及び「経済財政運
営と改⾰の基本⽅針 2019」（令和元年６⽉ 21 ⽇）等を踏まえ、令和元年 10 ⽉の消費
税率の引上げによる増収分の概ね半分により社会保障の充実を実施。 

 
① 地域医療介護総合確保基⾦  医療︓1,194 億円（元年度︓1,034 億円、公費） 

介護︓824 億円（元年度︓824 億円、公費） 
－ 地域医療構想の実現に向け、 

・施設・設備の整備、在宅医療の推進及び医療従事者の確保・養成の⽀援を⾏う
（＋17 億円）とともに、 

・勤務医の働き⽅改⾰を推進する事業のための新たな事業区分を創設。 
（＋143 億円、②参照） 

－ 介護付きホーム（特定施設）を含めた介護の受け⽫整備や、多様な⼈材の参⼊
促進や介護ロボット・ＩＣＴ等の導⼊を通じた労働環境の改善等による介護⼈材
の確保を推進。 

 
② 勤務医の働き⽅改⾰ 269 億円（新規、公費）（再掲） 

－ 勤務医の働き⽅改⾰の推進のため、地域医療介護総合確保基⾦により、地域医
療における特別な役割があり、かつ、過酷な勤務環境となっている医療機関を対
象に勤務環境改善のための体制整備を⽀援（143 億円）。 

 

Ⅰ.令和２年度社会保障関係予算の全体像 ⇒ 別紙１・別紙２ 

Ⅱ．令和２年度診療報酬・薬価等改定 ⇒ 別紙３・別紙４ 
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－ 救急病院における勤務医の働き⽅改⾰の推進のため、診療報酬改定により、特

に過酷な勤務環境となっている救急医療の実績が⼀定⽔準以上の医療機関につい
て、地域医療の確保を図る観点から評価（126 億円）。 

 
③ 保険者の予防・健康づくり等の取組強化 

医療︓1,412 億円（元年度︓912 億円、国費）
介護︓ 400 億円（元年度︓200 億円、国費） 

－ 国⺠健康保険保険者努⼒⽀援交付⾦を 500 億円増額し、保険者の予防・健康づ
くりの取組を⽀援。 

－ ⾃治体による先進的な介護予防の取組が横展開されるよう、介護インセンティ
ブ交付⾦を 200 億円増額し、⾃治体の予防・健康づくりの取組を⽀援。 

 
④ 医療情報化⽀援基⾦の拡充 768 億円（元年度︓300 億円、国費） 

－ マイナンバーカードの健康保険証利⽤を進める観点から、概ね全ての医療機関
等が、できる限り早期に読み取り端末、システム等を導⼊できるよう⽀援。 

 
⑤ 幼児教育・保育の無償化 3,410 億円（元年度︓1,532 億円） 

－ ３歳から５歳までの全ての⼦どもたちの幼稚園、保育園、認定こども園等の費
⽤、０歳から２歳までの住⺠税⾮課税世帯の⼦どもの保育所等の費⽤を無償化（令
和元年 10 ⽉〜） 

 
⑥ 年⾦⽣活者⽀援給付⾦の⽀給 4,908 億円（元年度︓1,859 億円） 

－ ⾼齢者・障害者等のうち、年⾦を含めても所得が低く、経済的な援助を必要と
している者に対し、年⾦に上乗せして⽀給（基準⽉額 5,000 円、令和元年 10 ⽉
〜）。 

 
 
 
 

 

各歳出分野において、メリハリ付けを⾏いつつ、必要な予算を措置。 
 
（１）医療 

① 地域医療構想の実現に向けた病床ダウンサイジング⽀援  84 億円（新規） 
 － 地域医療構想の実現を図る観点から、医療機関における病床ダウンサイジン

グや医療機関の統廃合による病床の廃⽌に対する⽀援を実施。 
  ※ 令和３年度以降においては、地域医療構想調整会議における議論の進捗等も踏まえ

つつ、消費税財源による「医療・介護の充実」とするための法改正を⾏い、これに基
づき病床ダウンサイジング⽀援を実施。 

 
 

Ⅳ．その他各歳出分野における取組 
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② 医師偏在対策の推進  11 億円（元年度︓4 億円） 
 － 総合診療医センター（仮称）をブロック単位で設置し、医師少数区域の医療

機関に対するバックアップ等の体制整備、総合診療医を⽬指す医師の専⾨研修
へ向けたキャリアに関するサポート等を実施。 

 
③ アジア諸国の医薬品･医療機器規制調和の推進 3 億円（元年度︓1 億円） 

－ 「アジア医薬品・医療機器規制調和グランドデザイン（令和元年 6 ⽉ 20 ⽇）」
に基づき、アジア諸国の規制当局との連携強化、活動環境の整備等を⾏うため
に（独）医薬品医療機器総合機構に対する⽀援を実施。 

 
  ④ 医療分野の研究開発関連予算の重点化 1,272 億円（元年度︓1,271 億円） 

 ＜科学技術振興費等における対応＞ 

 ※ 予算額は、厚生労働省 474 億円、文部科学省 608 億円及び経済産業省 185 億円等の合計額 

－ 医療分野の研究開発について、基礎から実⽤化まで切れ⽬ない研究⽀援を⼀
体的に⾏うため、「⽇本医療研究開発機構（AMED）」に集約する医療分野の研究
開発関連予算の重点化を図る。 

   ※ このほか、インハウス研究機関経費 792 億円。 

・ 再⽣・細胞医療・遺伝⼦治療プロジェクト      185 億円(元年度︓181 億円) 
・ ゲノム・データ基盤プロジェクト         175 億円(元年度︓155 億円) 
・ シーズ開発・研究基盤プロジェクト          221 億円(元年度︓220 億円) 

 
（２）介護 

① 認知症施策推進⼤綱に基づく施策の推進  125 億円（元年度︓119 億円） 
 － 「認知症施策推進⼤綱」（令和元年６⽉ 18 ⽇認知症施策推進関係閣僚会議決

定）に基づき、認知症サポーターの活動（チームオレンジ）の全国展開の推進、
認知症医療拠点の整備・機能強化、官⺠連携による認知症に関する取組の強化、
認知症研究の推進等を実施。 

 
② 地域⽀援事業の拡充           1,972 億円（元年度︓1,941 億円） 
 － 地域包括ケアシステムの実現に向けて、⾼齢者の就労的活動をコーディネー

トする取組等を新たに⽀援しつつ、⾼齢者の社会参加・介護予防に向けた取組
及び認知症の⼈への⽀援の仕組みづくり等を⼀体的に推進。 

  ※ ⼀部①と重複。また、消費税増収分等を活⽤した社会保障の充実分を含む。 
 
③ 介護ロボットの開発・普及の加速化            5 億円（元年度︓5 億円） 

   － 利⽤者の⽣活の質の維持・向上と介護者の負担軽減を実現する観点から、介
護ロボットの開発実証・普及のプラットフォームを構築することにより、介護
ロボットの開発・普及を促進。 
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（３）年⾦ 
① 年⾦国庫負担 121,510 億円（元年度︓119,811 億円） 

－ 基礎年⾦国庫負担（２分の１）等について措置。 
－ ⾜元の物価等の状況を勘案し、令和２年度の年⾦額改定率は+0.2％と⾒込ん

でいる。 
※ 賃⾦変動率⾒込み＋0.3％に対し、マクロ経済スライド調整率▲0.1％（平均余命の     

伸び▲0.3％ × 被保険者数の増＋0.2％）の調整により＋0.2％改定。プラス改定⾒込
みとなるのは 2 年連続。ただし、令和２年度の実際の年⾦額改定率は、国⺠年⾦法・
厚⽣年⾦保険法に基づき、令和２年 1 ⽉に公表される令和元年 12 ⽉までの年平均の
物価上昇率を踏まえて決定。 

 
② 国⺠年⾦等事務取扱交付⾦ 316 億円（元年度︓275 億円）【年⾦特別会計】 

－ 地⽅からの要望を踏まえて超過負担を解消した上で、各市町村の事務費算出
については、被保険者数のみに着⽬した現⾏⽅式から、被保険者数に加え免除
者数や受給権者数を勘案した実態に近い⽅式に⾒直し。 

 
（４）児童虐待防⽌対策・社会的養育の推進 

児童保護費負担⾦ 1,314 億円（元年度︓1,278 億円） 等 
「児童虐待防⽌対策の抜本的強化について」（平成 31 年３⽉ 19 ⽇関係閣僚会議

決定）及び「⾻太の⽅針 2019」（令和元年６⽉ 21 ⽇閣議決定）を踏まえ、児童虐待
防⽌対策・社会的養育の迅速かつ強⼒な推進のための施策を実施。 
 － 児童養護施設の⼩規模かつ地域分散化を進めるとともに、⼦どもの⾃⽴に向

けた継続的・包括的な⽀援のために専任職員を配置。 
－ 児童相談所⼀時保護所の職員配置の充実や処遇改善を⾏うとともに、⼀時保

護所の整備費の補助単価を⼤幅に拡充。 
 － ⾥親への委託前養育期間における⽣活費の⽀援や⾥親⼿当の増額など、⾥親

養育に対する⽀援を拡充。 
－ 若年層をはじめとする困難を抱えた⼥性に対し、SNS を活⽤した相談体制を

婦⼈相談所に整備。 
 
（５）就職氷河期世代⽀援 199 億円（元年度︓56 億円） 

就職氷河期世代の個々⼈の状況に応じた、きめ細やかで切れ⽬のない⽀援を実施。 
 
－ 成果連動型の⺠間委託により、不安定な就労状態にある⽅の教育訓練、職場

実習等を⾏い、安定就職につなげる事業を実施。 
13 億円（新規）【労働保険特別会計】 

 
－ ハローワークに就職氷河期世代⽀援の専⾨窓⼝を設置し、専⾨担当者のチー

ム制による就職相談、職業紹介、職場定着までの⼀貫した伴⾛型⽀援を実施。 
15 億円（新規）【労働保険特別会計】 
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－ 地域若者サポートステーションの対象年齢を拡⼤し、40 歳代の無業者に対す

る相談体制を整備するとともに、福祉機関等との連携を強化。        
         53 億円（元年度︓40 億円） 

うち⼀般会計 16 億円（元年度︓11 億円） 
うち労働保険特別会計 37 億円（元年度︓29 億円） 

 
－ ⾃⽴相談⽀援機関の窓⼝にアウトリーチ⽀援員を配置し、ひきこもり地域⽀

援センターやサポートステーション等との連携を強化するとともに、家族から
の相談などを起点として⾃宅に訪問するなど、本⼈と直接つながり、同⾏相談
や就労⽀援を⾏うなど⾃⽴までの⼀貫した⽀援を実施。  

  32 億円（新規）【⼀般会計】 
   

－ 短期間で取得でき、安定就労に有効な資格等の習得を⽀援するため、業界団
体等に委託し、職場体験等を組み合わせ、正社員就職を⽀援する出⼝⼀体型の
訓練等を実施。            35 億円（新規）【労働保険特別会計】 

 
－ 正社員就職が⻑続きしない者や⾮正規雇⽤を繰り返す者を雇い⼊れた企業へ

の助成⾦について、対象年齢要件等を⾒直した上で、失業中の者のみならず、
⾮正規雇⽤労働者も⽀援対象となるよう制度を拡充。 

13 億円（元年度︓10 億円）【労働保険特別会計】 
 
（６）労働・雇⽤環境の充実 

① ⾼齢者の就労の促進 
 － ハローワークに⽣涯現役⽀援窓⼝を増設し、職業⽣活の再設計に係る⽀援や

チーム⽀援を⾏うなど、⾼齢者向けマッチング機能を強化。 
  28 億円（元年度︓19 億円）【労働保険特別会計】 

 
－ ⾼齢者の特性に配慮した安全衛⽣確保対策を⾏う企業を⽀援するエイジフレ

ンドリー補助⾦や安全衛⽣対策実証事業の創設により、⻑く安全に働ける環境
を整備。               3 億円（新規）【労働保険特別会計】 

 
② 柔軟な働き⽅がしやすい環境整備  
 － 労災保険制度において、複数事業場で就業する者が安⼼して働くことができ

る環境を整備するため、被災した場合の給付額の算定⽅法の⾒直しや複数就業
先の業務上の負荷を総合して労災認定する制度変更を実施。 

62 億円（制度改正による拡充分）【労働保険特別会計】 
 

 － 副業・兼業を⾏う労働者に対し、⼀般健康診断やストレスチェックなどによ
る健康確保に取り組む事業場への助成⾦を創設。 

1.4 億円（新規）【労働保険特別会計】 
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③ ⽣産性向上、賃⾦引上げのための⽀援  11 億円（元年度︓7 億円） 
 － 最低賃⾦引き上げに向けた⽣産性向上に取り組む中⼩企業・⼩規模事業者へ

の助成⾦を拡充。 
 
④ 選択的適⽤拡⼤を促進するキャリアアップ助成⾦   

7 億円（元年度︓5 億円）【労働保険特別会計】 
 － 労使の合意に基づく社会保険の任意適⽤拡⼤に取り組む企業に対する助成に

ついて、要件を⾒直すなどにより、適⽤拡⼤を含めた処遇改善を⽀援。 
 
（７）雇⽤保険制度の⾒直し 

－ 雇⽤保険の積⽴⾦の積極的な活⽤と安定的な運営の観点から、平成 29 年度か
ら 3 年間に限り実施されてきた雇⽤保険料と国庫負担の時限的な引下げを 2 年
間に限り継続（本則の 10/100 の⽔準を維持）。 

－ 育児休業給付について、「⼦を養育するために休業した労働者の雇⽤と⽣活の
安定を図る」給付として失業等給付とは異なる給付体系に位置付け、区分経理
を開始。 

 
（８）障害者⽀援等 

① 地域⽣活⽀援事業等 505億円（元年度︓495億円） 
－ 地⽅⾃治体において、移動⽀援などの障害児・者の地域⽣活を⽀援する事業

を実施。重度障害者の通勤・職場等における⽀援については、障害者雇⽤納付
⾦制度に基づく助成⾦の拡充を図るとともに、地⽅⾃治体が必要と認める場合
には、地域⽣活⽀援事業の新事業により⽀援を⾏う予定。 

 
② 依存症対策の強化  9 億円（元年度︓8 億円） 

－ ギャンブル等依存症対策推進基本計画に基づく実態調査の実施、ゲーム障害
を含めた依存症対策に携わる⼈材の育成、地域における依存症医療・相談⽀援
体制の整備、⺠間団体の⽀援等を推進する。 

 
（９）⽔道施設の耐震化等の推進  606 億円（元年度︓650 億円） 

（「臨時・特別の措置」211 億円（元年度︓259 億円）を含む。） 
＜一部公共事業関係費における対応＞ 

－ 災害時等においても安定的に安全な給⽔を確保するため⽔道施設の耐震化等
を推進するとともに、⽔道事業体の運営基盤強化を図るため広域化への取組等
を⽀援。 

 
（１０）東⽇本⼤震災からの復興 

○ 医療保険制度等の保険料減免等に対する特別措置 60 億円（元年度︓91 億円） 
－ 東京電⼒福島第⼀原発の事故により設定された避難指⽰区域等に住所を有す

る被保険者等について、引き続き、保険料等の減免を実施。 
※ 介護保険制度、障害福祉制度を含む。 
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（１１）その他 

① Ｂ型肝炎給付⾦  1,187 億円（元年度︓572 億円） 
－ 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付⾦等の⽀給に関する特別措置法に基づき、

Ｂ型肝炎ウイルスの感染被害を受けた⽅々への給付⾦等の⽀給に万全を期すた
め、社会保険診療報酬⽀払基⾦に設置した基⾦に、毎年度当初予算で措置して
きた 572 億円に加え、給付⾦等の⽀給に必要な費⽤の積み増しを⾏う。 

 
② 戦没者遺⾻収集事業 30 億円（元年度︓24 億円） 

－ 戦没者の遺⾻収集の推進に関する検討会議「中間とりまとめ」等を踏まえ、
海外資料調査等に基づく効果的な現地調査・遺⾻収集を集中的に推進するとと
もに、DNA 解析等の遺⾻鑑定体制を強化する。 

 
③ ⽣活保護費負担⾦  28,219 億円（元年度︓28,508 億円） 

－ 30 年法改正に基づき、頻回受診対策を含む健康管理⽀援事業や⽇常⽣活⽀援
住居施設委託事業を開始するとともに、次期⽣活扶助基準の⾒直しを念頭に、
級地制度に関する調査を実施。 

 
④ ⽣活困窮者の⾃⽴⽀援・地域共⽣の実現  487 億円（元年度︓438 億円） 

－ ⽣活困窮者に対する居住⽀援や⽣活習慣・育成環境の改善に関する相談等を
推進するとともに、地域共⽣の実現に向けた包括的な⽀援体制を整備するため
のモデル事業を実施。 

 
⑤ ⾃殺対策の推進  33 億円（元年度︓31 億円） 

－ ⾃殺対策の調査研究等に関する法律（令和元年 6 ⽉成⽴）に基づき新たに指
定される法⼈が⾏う調査研究や地域の⾃殺対策への取組⽀援を⾏うとともに、
⾃殺リスクの⾼い者に対する地域のネットワークによる包括的な⽀援体制を構
築。 

 
 
 
 
 

 
 
団塊の世代が後期⾼齢者となる 2022 年度を⾒据え、以下の点を含め、「新経済・財

政再⽣計画 改⾰⼯程表」等に基づく改⾰を着実に実⾏するとともに、引き続き検討
が必要な事項についてできる限り早期に議論を進めていく。 

 
 
 

Ⅴ．「新経済・財政再⽣計画 改⾰⼯程表」等に沿った医療・介護制度改⾰

の着実な実⾏ 
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（医療） 
○ 国⺠健康保険制度における法定外繰⼊等を解消する観点から、法定外繰⼊等

の「⾒える化」や保険者努⼒⽀援制度の更なる活⽤などを⾏うとともに、地⽅
⾃治体における法定外繰⼊等の解消に向けて、できる限り早期に更に必要な議
論を関係者間で進めていく。 

 
（介護） 
○ 令和３年度の介護報酬改定に向けて、その前提となる介護事業経営実態調査

について、介護保険サービス以外の事業を⾏う事業者も含め多様な事業者の介
護保険に関する経営状況を適切に把握できるよう調査⽅法・集計⽅法等の改善
を⾏う。 

 
○ 効率的な介護サービスの提供に向けて、⾏政⼿続の⽂書量削減やオンライン

化等による効率化、ＩＣＴ等の活⽤による介護事業所・施設の運営効率化、デ
ータの利活⽤を通じた介護サービスの質の向上・効率化を進めていく。 
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０

.０
２
％
（
国
費
▲
27
億
円
）

※
う
ち
、
実
勢
価
等
改
定

▲
０

.０
１
％
（
国
費
▲
12
億
円
）

診
療
報
酬

薬
価
等

診
療
報
酬
改
定
の
イ
メ
ー
ジ

病
院

診
療
所

診
療
報
酬
に
よ
る
特
例
的
な
対
応
（
※
２
）

医
科

調
剤

歯
科

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
に
よ
る
対
応

0.
47

%

0.
08

%

0.
55

%
※
２
を
除
く
改
定
分
（
※
１
）勤

務
医
の
働
き
方
改
革
へ
の
対
応

（
消
費
税
増
収
分
を
活
用
）

別
紙

4
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※
計
数
は
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
し
て
い
る
の
で
、
合
計
に
お
い
て
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

※
計
数
に
つ
い
て
は
、
精
査
の
結
果
、
異
動
を
生
ず
る
場
合
が
あ
る
。

参
考

資
料

― 15 ―
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事
項

事
業

内
容

令
和

２
年
度

予
算

案

（参
考
）

令
和

元
年
度

予
算

額
国

分
地

方
分

子
ど
も
・子

育
て
支
援

子
ど
も
・子

育
て
支
援
新
制
度
の
実
施

6,
52

6
2,

98
5

3,
54

1
6,

52
6

社
会
的
養
育
の
充
実

47
4

23
7

23
7

47
4

育
児
休
業
中
の
経
済
的
支
援
の
強
化

17
10

6
17

医 療 ・ 介 護

医
療
・介

護
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
体
制
改
革

病
床
の
機
能
分
化
・連

携
、
在
宅
医
療
の
推
進
等

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（医

療
分
）

・
診
療
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
等
の
活
用
分

1,
19

4

60
2

79
6

42
5

39
8

17
7

1,
03

4

47
6

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（介

護
分
）

・
平
成

27
年
度
介
護
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
の
活
用
分

（介
護
職
員
の
処
遇
改
善
等
）

・
在
宅
医
療
・介

護
連
携
、
認
知
症
施
策
の
推
進
な
ど
地
域
支
援
事
業
の
充
実

82
4

1,
19

6

53
4

54
9

60
4

26
7

27
5

59
2

26
7

82
4

1,
19

6

53
4

医
療
情
報
化
支
援
基
金

76
8

76
8

0
30

0

医
療
・介

護
保
険

制
度
の
改
革

国
民
健
康
保
険
等
の
低
所
得
者
保
険
料
軽
減
措
置
の
拡
充

61
2

0
61

2
61

2

国
民
健
康
保
険
へ
の
財
政
支
援
の
拡
充

・
低
所
得
者
数
に
応
じ
た
自
治
体
へ
の
財
政
支
援

1,
66

4
83

2
83

2
1,

66
4

・
保
険
者
努
力
支
援
制
度
等

2,
27

2
2,

27
2

0
1,

77
2

被
用
者
保
険
の
拠
出
金
に
対
す
る
支
援

70
0

70
0

0
70

0
70
歳
未
満
の
高
額
療
養
費
制
度
の
改
正

24
8

21
7

31
24

8
介
護
保
険
の
１
号
保
険
料
の
低
所
得
者
軽
減
強
化

1,
57

2
78

6
78

6
90

0
介
護
保
険
保
険
者
努
力
支
援
交
付
金

20
0

20
0

0
－

難
病
・小

児
慢
性

特
定
疾
病
へ
の
対
応

難
病
・小

児
慢
性
特
定
疾
病
に
係
る
公
平
か
つ
安
定
的
な
制
度
の
運
用

等
2,

08
9

1,
04

4
1,

04
4

2,
08

9

年
金

年
金
受
給
資
格
期
間
の

25
年
か
ら

10
年
へ
の
短
縮

64
4

61
8

26
64

4
遺
族
基
礎
年
金
の
父
子
家
庭
へ
の
対
象
拡
大

68
64

4
61

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給

4,
90

8
4,

90
8

0
1,

85
9

合
計

27
,1

11
18

,2
82

8,
82

9
21

,9
30

令
和

２
年

度
に
お
け
る
「社

会
保

障
の

充
実

」（
概

要
）

（注
１
）
金

額
は

公
費

（国
及

び
地

方
の

合
計

額
）。

計
数

は
、
四

捨
五

入
の

関
係
に
よ
り
、
端

数
に
お
い
て
合

計
と
合

致
し
な
い
も
の

が
あ
る
。

（注
２
）
消

費
税

増
収

分
（2

.3
1兆

円
）と

社
会

保
障
改

革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法

等
に
基

づ
く
重

点
化
・効

率
化

に
よ
る
財
政

効
果
（▲

0.
4兆

円
）を

活
用

し
、
上

記
の

社
会

保
障
の

充
実
（2

.7
1兆

円
）の

財
源

を
確

保
。

（注
３
）
保

育
士

の
処

遇
改

善
に
つ
い
て
は

、
「社

会
保

障
の
充

実
」に

お
け
る
全

職
員

を
対

象
と
し
た
３
％

の
処

遇
改
善

を
実

施
（平

成
27

年
度
）。

こ
の

ほ
か

、
「社

会
保

障
の

充
実
」と

は
別

に
、
平

成
29
年

度
か
ら
全

職
員

を
対
象

と
し
た

２
％

の
処

遇
改

善
を
行

う
と
と
も
に
技

能
・経

験
に
応

じ
た
月

額
最

大
４
万
円

の
処
遇

改
善
を
行

う
な
ど
、
取

組
を
進

め
て
い
る
。

（注
４
）
勤

務
医

の
働

き
方

改
革

の
推

進
の
た
め
に
令

和
２
年

度
に
措

置
し
た

14
3億

円
を
含

む
。

（注
５
）
救

急
病

院
の

勤
務

医
の

働
き
方

改
革

の
推
進

の
た
め
に
令

和
２
年

度
診
療

報
酬
改

定
に
お
い
て
措

置
し
た

12
6億

円
を
含

む
。

（注
６
）
医

療
に
お
け
る
保

険
者

の
予

防
・健

康
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

強
化

を
図

る
観

点
か

ら
、
地

方
自

治
体
に
お
け
る
予

防
・健

康
づ
く
り
事

業
を
後
押

し
す
る
た
め
、
従

来
の

保
険
者

努
力
支

援
制
度

と
は

別
に
令
和

２
年

度
に
措
置

し
た

50
0億

円
を
含

む
。

（注
７
）
従

来
の

保
険

者
機
能

強
化
推

進
交

付
金

20
0億

円
と
合

わ
せ

て
、
介

護
に
お
け
る
保

険
者

の
予
防

・健
康

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

強
化

を
図

る
観

点
か

ら
、
地

方
自

治
体
に
お
け
る
予

防
・健

康
づ
く
り
事
業

を
後

押
し
す
る
た
め
、
令

和
２
年

度
に

20
0億

円
を
措

置
。

（単
位

：億
円

）

（注
３
）

（注
４
）

（注
５
）

（注
６
）

（注
７
）

0
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事
項

事
業

内
容

令
和

２
年
度

予
算

案
国

分
地

方
分

待
機
児
童
の
解
消

•「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」を

前
倒
し
し
、

20
20

年
度
末
ま
で
に

32
万
人
分
の
受
け
皿
を

整
備
。

• 
保
育
士
の
確
保
や
他
産
業
と
の
賃
金
格
差
を
踏
ま
え
た
処
遇
改
善
に
更
に
取
り
組
む

（2
01

9年
４
月
か
ら
更
に
１
％
（月

30
00

円
相
当
）の

賃
金
引
上
げ
）。

72
2

35
8

36
4

幼
児
教
育
・保

育
の
無

償
化

• 
３
歳
か
ら
５
歳
ま
で
の
全
て
の
子
供
た
ち
及
び
０
歳
～
２
歳
ま
で
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
の

子
供
た
ち
の
幼
稚
園
、
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
等
の
費
用
を

20
19

年
10

月
か
ら
無
償
化
。

8,
85

8
3,

41
0

5,
44

8

高
等
教
育
の
無
償
化

• 
少
子
化
に
対
処
す
る
た
め
、
低
所
得
世
帯
で
あ
っ
て
も
社
会
で
自
立
し
活
躍
で
き
る
人
材
を

育
成
す
る
大
学
等
に
お
い
て
修
学
で
き
る
よ
う
、
高
等
教
育
の
修
学
支
援
（授

業
料
等
減
免
・

給
付
型
奨
学
金
）を

着
実
に
実
施
（2

02
0年

４
月
実
施
）。

5,
27

4
4,

88
2

39
2

介
護
人
材
の
処
遇
改

善

• 
リ
ー
ダ
ー
級
の
介
護
職
員
に
つ
い
て
他
産
業
と
遜
色
な
い
賃
金
水
準
を
目
指
し
、
経
験
・技

能
の
あ
る
介
護
職
員
に
重
点
化
を
図
り
つ
つ
、
介
護
職
員
の
更
な
る
処
遇
改
善
を
実
施
。
こ

の
趣
旨
を
損
な
わ
な
い
程
度
で
、
介
護
職
以
外
の
職
員
の
処
遇
改
善
も
実
施
（2

01
9年

10
月
実
施
）。

1,
00

3
50

6
49

6

合
計

15
,8

57
9,

15
6

6,
70

1

（注
１
）金

額
は

公
費
（国

及
び
地

方
の

合
計

額
）。

計
数

は
、
四

捨
五

入
の

関
係
に
よ
り
、
端

数
に
お
い
て
合

計
と
合

致
し
な
い
も
の

が
あ
る
。

（注
２
）「

子
育

て
安

心
プ
ラ
ン
」の

実
現

に
必

要
な
企

業
主

導
型
保

育
事
業

（幼
児

教
育

・保
育

の
無

償
化
の

実
施
後

は
、
３
歳

か
ら
５
歳
ま
で
の

子
供

た
ち
及

び
０
歳

か
ら
２
歳

ま
で
の

住
民

税
非

課
税
世

帯
の
子

供
た
ち
の

企
業
主

導
型
保

育
事
業

の
利
用

者
負
担

を
助

成
す
る
事

業
を
含

む
。
）と

保
育

所
等

の
運
営

費
（０

歳
か

ら
２
歳

ま
で
の

子
供

に
相

当
す
る
部

分
）に

は
、
別

途
、
事

業
主

が
拠
出

す
る
子

ど
も
・子

育
て
拠

出
金
を
充

て
る
。

（注
３
）就

学
前

の
障
害

児
の
発

達
支
援

に
つ
い
て
も
、
併

せ
て
無

償
化

を
行

う
。

（注
４
）幼

児
教

育
・保

育
の

無
償
化

に
係
る
令
和

元
年
度

の
地
方

負
担
分

は
全
額

特
例
交

付
金
に
よ
り
補

填
。

（注
５
）「

高
等

教
育

の
修
学

支
援
」に

つ
い
て
は

全
額

内
閣
府

に
計

上
。

（注
６
）障

害
福

祉
人
材

に
つ
い
て
、
介

護
人
材

と
同

様
の

処
遇

改
善

を
行

う
観

点
か

ら
対

応
を
行

う
。

（注
７
）「

待
機

児
童

の
解
消

」及
び
「幼

児
教

育
・保

育
の

無
償
化

」の
国

分
、
幼

児
教

育
・保

育
の
無

償
化
に
係
る
自
治

体
の
事

務
費
・シ

ス
テ
ム
改

修
費

に
つ
い
て
は

全
額

内
閣

府
に
計

上
。

令
和

２
年

度
に
お
け
る
「新

し
い
経

済
政

策
パ

ッ
ケ
ー
ジ
」（

概
要

）

（注
３
）

（単
位

：億
円

）

（注
６
）

社
会
保
障
の
充
実
と
財
政
健
全
化
の
バ
ラ
ン
ス
を
取
り
つ
つ
、
安
定
財
源
と
し
て
、

20
19
年

10
月
に
予
定
さ
れ
る
消
費
税
率

10
％
へ
の
引
上
げ
に
よ
る
財
源
を
活
用
す
る
。
消
費
税

率
の

２
％

の
引

上
げ
に
よ
り
５
兆

円
強

の
税

収
と
な
る
が

、
こ
の

増
収

分
を
教

育
負

担
の

軽
減

・子
育

て
層

支
援

・介
護

人
材

の
確

保
等

と
、
財

政
再

建
と
に
、
そ
れ

ぞ
れ

概
ね

半
分

ず
つ
充
当
す
る
。
前
者
に
つ
い
て
、
新
た
に
生
ま
れ
る

1.
7兆

円
程
度
を
、
本
経
済
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
幼
児
教
育
の
無
償
化
、
「子

育
て
安
心
プ
ラ
ン
」の

前
倒
し
に
よ
る
待
機
児
童
の

解
消
、
保
育
士
の

処
遇
改
善
、
高
等

教
育
の
無

償
化
、
介
護
人

材
の
処
遇
改

善
に
充
て
る
。
こ
れ

ら
の
政
策

は
、

20
19
年

10
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
消
費

税
率

10
％
へ

の
引
上
げ
を

前
提
と
し
て
、
実
行
す
る
こ
と
と
す
る
。

新
しい
経
済
政
策
パ
ッケ
ー
ジ
に
つ
い
て
（
平
成

29
年

12
月
８
日
閣
議
決
定
）
（
抜
粋
）

（注
２
）

（参
考

）
令

和
元
年
度

予
算

額

53
6

3,
88

2 － 42
1

4,
83

9

（注
４
）

（注
５
）
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○
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１

（
平
成

24
・

25
年
度
の
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１
の
差
額
に
係
る
費
用
を
含
む
）

○
社
会
保
障
の
充
実

・
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化

・
高
等
教
育
の
無
償
化

・
子
ど
も
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施

・
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
改
革

・
医
療
・
介
護
保
険
制
度
の
改
革

・
難
病
・
小
児
慢
性
特
定
疾
病
へ
の
対
応

・
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給

等

○
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
４
経
費
の
増

・
診
療
報
酬
、
介
護
報
酬
、
年
金
、
子
育
て
支
援
等
に
つ
い
て
の
物
価
上
昇
に
伴
う
増

○
後
代
へ
の
負
担
の
つ
け
回
し
の
軽
減

・
高
齢
化
等
に
伴
う
自
然
増
を
含
む
安
定
財
源
が
確
保
で
き
て
い
な
い
既
存
の
社
会
保
障
費

〈
令

和
２

年
度

消
費

税
増

収
分

の
内
訳

〉
（
公
費
ベ
ー
ス
）

（注
１
）増

収
額

は
、
軽

減
税

率
制

度
に
よ
る
減

収
影

響
を
除

い
て
い
る
。

（注
２
）使

途
に
関

し
て
は

、
総

合
合

算
制

度
の

見
送

り
に
よ
る

4,
00

0億
円

を
軽

減
税

率
制

度
の

財
源

と
し
て
い
る
。

令
和

２
年

度
の

消
費

税
増

収
分

の
使

途
に
つ
い
て

3.
4兆

円

3.
89

兆
円

0.
60

兆
円

《
増
収
額
計
：

1
4
.1
兆
円
》

5.
8兆

円
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主な取組

１． 医薬品プロジェクト ３８４億円 ＜ＡＭＥＤ ３３５億円、インハウス ４９億円＞

健康・医療戦略推進本部の下で各省が連携し、医療分野の研究開発を政府一体で推進。

※ 精査により計数等に異動が生じる場合がある。

令和２年度 医療分野の研究開発関連予算のポイント

 上記経費に加え、内閣府に計上される「科学技術イノベーション創造推進費（555億円）」の一部（175億円）を医療分野の研究開発関連の調整費として充当
見込み。

 この他、令和元年度補正予算に、AMED対象経費として100億円（内）を計上。
 上記における計数は、それぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは合致しないものがある。

２． 医療機器・ヘルスケアプロジェクト １２１億円 ＜ＡＭＥＤ＞

３． 再生・細胞医療・遺伝子治療プロジェクト １８５億円 ＜ＡＭＥＤ＞

４． ゲノム・データ基盤プロジェクト １９３億円 ＜ＡＭＥＤ １７５億円、インハウス １８億円＞

５． 疾患基礎研究プロジェクト １７０億円 ＜ＡＭＥＤ＞

令和２年度以降を対象期間とした新プロジェクトは、開発目的（予防、診断、治療、予後・ＱＯＬ）ごとの特性を活かした
モダリティ等に基づく６プロジェクトとし、これに沿って予算を重点化する。

令和２年度決定額 令和元年度当初予算額

日本医療研究開
発機構（AMED）

対象経費

１，２７２億円

（総5,文608,厚474,経185）

１，２７１億円

（総5,文608,厚474,経184）

インハウス研究
機関経費

７９２億円

（文268,厚442,経82）

７６４億円

（文262,厚417,経85）

対前年度

増▲減額 増▲減率

＋１億円 ＋０．１％

＋２９億円 ＋３．８％

６． シーズ開発・研究基盤プロジェクト ２２１億円 ＜ＡＭＥＤ＞

■ 医療現場のニーズに応える医薬品の実用化を推進するため、創薬標的の探索から臨床研究に至るまで、モダリティ
の特徴や性質を考慮した研究開発を行う。

－新たなモダリティの創出や、各モダリティのデザイン、最適化、活性評価、有効性・安全性評価手法、製造技術等の研究開発

－モダリティ技術を活用した医薬品の実用化研究開発の推進

－創薬デザイン技術、化合物ライブラリー、解析機器の共用など創薬研究開発に必要な支援基盤の構築

■ AI・IoT技術、計測技術、ロボティクス技術等を融合的に活用し、診断・治療の高度化や、予防・QOL向上に資する医
療機器・ヘルスケアに関する研究開発を行う。

－将来の医療・福祉分野のニーズを踏まえたAIやロボット等の技術を活用した革新的な医療機器等の開発
－疾患の特性に応じた早期診断・予防や低侵襲治療等のための医療機器等の開発
－臨床現場における実践的な人材の育成

■ 再生・細胞医療の実用化に向け、細胞培養・分化誘導等に関する基礎研究、疾患・組織別の非臨床・臨床研究、製
造基盤技術の開発、疾患特異的iPS細胞等を活用した病態解明・創薬研究、必要な基盤構築を行う。また、遺伝子治
療に関する研究開発を行う。

－再生・細胞医療・遺伝子治療や、創薬の実現に資する多様な研究開発を支援し、臨床研究段階への移行を促進
－再生・細胞医療・遺伝子治療の臨床研究等の推進による実用化促進や、それらに資する技術・人材等の基盤整備
－幹細胞や遺伝子治療薬等の実用化に向けた製造技術基盤を確立

■ ゲノム・データ基盤の整備・利活用を促進し、ライフステージを俯瞰した疾患の発症・重症化予防、診断、治療等に資
する研究開発を推進することで個別化予防・医療の実現を目指す。

－ゲノムデータやレジストリ等の医療データを活用した研究開発の推進
－健常人や疾患のバイオバンク・コホート等の整備・利活用促進

■ 医療分野の研究開発への応用を目指し、脳機能、免疫、老化等の生命現象の機能解明や、様々な疾患を対象にし
た疾患メカニズムの解明等のための基礎的な研究開発を行う。

■ アカデミアの組織・分野の枠を超えた研究体制を構築し、新規モダリティの創出に向けた画期的なシーズの創出・育
成等の基礎的研究や、国際共同研究を実施する。
また、橋渡し研究支援拠点や臨床研究中核病院においてシーズの発掘・移転や、質の高い臨床研究・治験の実施のた
めの体制や仕組みを整備するとともに、リバース・トランスレーショナル・リサーチ（ｒTR）や実証研究基盤の構築を推進
する。
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令
和

２
年

度
令

和
元

年
度

賃
金
ス
ラ
イ
ド
率

＋
０
．
３
％

＋
０
．
６
％

マ
ク
ロ
経

済
ス
ラ
イ
ド

調
整
率

▲
０
．
１
％

平
均
余
命
▲
０
．
３
％

被
保
険
者
＋
０
．
２
％

▲
０
．
２
％

平
均
余
命
▲
０
．
３
％

被
保
険
者
＋
０
．
１
％

▲
０
．
３
％

（㉚
ｷ
ｬ
ﾘｰ

ｵ
ｰ
ﾊ
ﾞｰ
）

年
金
額
改
定
率

＋
０
．
２
％

＋
０
．
１
％

年
金

額
改

定
率

（注
）上

記
の

令
和

２
年

度
の

年
金
額

改
定
率

は
、
現
時

点
で
の

物
価

上
昇
率

の
推
計

を
基

に
し
た
予
算

積
算
上

の
値
で
あ
り
、
来
年

１
月

に
公

表
さ
れ

る
実

際
の

改
定

率
は
異

な
る
値

と
な
る
可
能

性
が
あ
る
。
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(単
位

：億
円

）（
対

元
年

度
当

初
）

＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（対

元
年

度
当

初
）

・現
下

の
雇

用
情

勢
を
踏

ま
え
、
生

活
及

び
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安
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の

た
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失
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等
給

付
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の
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円
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年

者
等

の
労
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加
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に
伴

う
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安
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（+
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円
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（▲
56
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円

）
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（+
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4）
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,8
38
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1,
35
3）
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28
,8
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19
9）
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働
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,3
78
（▲

41
）
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58
9（

▲
25
）

10
,8
93
（▲
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）
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災

勘
定
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収

勘
定
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,5
39
（+
1,
23
6）
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用

勘
定
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出

純
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額
か

ら
国

債
償

還
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、
社

会
保

障
給

付
費
等
を
除
い
た
額

29
,1
78
（+
2,
23
2）

歳
出

総
額

勘
定

別
歳

出
純

計
額

9,
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1（
+1
,3
60
）

67
,6

11
億

円
（

+3
,4

24
）

保
険

給
付

費
等

8,
72

2（
▲

67
）

社
会

復
帰

促
進

等
事

業
費

等
89

6（
+4

2）

業
務

取
扱

費
等

1,
27

6(
▲

18
）

失
業

等
給

付
費

12
,4
81

（+
61

7）

労
災

勘
定

へ
繰

入
9,
07

9（
+3

19
）

雇
用

勘
定

へ
繰

入

17
,6
52

（+
89

9）
労

災
勘

定

雇
用

勘
定

徴
収

勘
定

雇
用

安
定

事
業

費
等

6,
82

4（
+5

41
）

求
職

者
支

援
事

業
費

等
15

8（
▲

12
）

業
務

取
扱

費
等

2,
26

4（
+7

39
）

予
備

費
55

0（
+1

30
）

保
険

料
返

還
金

等
80

9（
+1

8）

69
,0

64
億

円
（

+3
,7

08
）雑
収

入
等

3,
26

8（
▲

78
）

徴
収

勘
定

よ
り
受

入

9,
07

9（
+3

19
）

一
般

会
計

よ
り
受

入
28

1（
+1

5）

雑
収

入
等

11
,2
46

（+
1,
31

8）

徴
収

勘
定

よ
り
受

入
17

,6
52

（+
89

9）

保
険

収
入

26
,2
58

（+
76

2）

労
災

勘
定

雇
用

勘
定

徴
収

勘
定

他
勘

定
よ
り
受

入
等

1,
28

1（
+4

73
）

【令
和

２
年

度
歳

入
予
算

】
【令

和
２
年

度
歳

出
予
算

】

育
児

休
業

給
付

費
6,
90

2（
+2

17
）
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(単
位

：
億

円
）
（
対

元
年

度
当

初
）

＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

元
年

度
当

初
）

（
注

）
　

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

勘
定

の
前

年
度

予
算

額
は

令
和

２
年

度
と

の
比

較
対

照
の

た
め

組
替

え
を

行
っ

て
お

り
、

増
減

額
は

組
替

え
後

の
も

の
で

あ
る

。

年
金

特
別

会
計

7
0
2
,8

9
9

1
1
0
,1

9
3

(+
1
9
,2

3
9
)
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1
0
4
)

2
9
2
,7

4
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4
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6
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受
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＋

9
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受
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(＋

2
,3

2
8
億

円
)

 　
【
健

康
勘

定
】

  
 健

康
保

険
料

収
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各種資料については、計数整理の結果、異動を生ずることがある。
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